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１．はじめに 

四国沖の南海トラフなどを震源とする海溝型巨大地震（南海地震，東南海・南海地震）は，四国地方の明確な防

災課題である。特に高知平野をはじめ四国の太平洋側の地域は，1946年の昭和南海地震の経験から，近代都市圏で

あっても甚大な被害の発生が危惧されるので，この確実に襲来する巨大地震に対しては速やかに適確な防災対策の

展開が求められる。そのために，各地域に発生する地震動や液状化等の地震ハザードを地域性が識別されるレベル

で予測･評価し，対策検討の前提条件を明示することが重要となる。本報では，別報1) において構築した地盤モデル

を用いて，想定東南海・南海地震による高知平野の地震動を詳細な予測手法により予測･評価した結果を紹介する。

また，想定地震動による液状化発生の予測結果も示す。 

２．地盤モデルの検証（中小地震再現計算） 

構築した深層地盤モデルとIwata et al.(2008)による地殻構造モデル2) を用いた３次元有限差分計算による計算精度

の検証のため，2009年7月22日に室戸岬沖で発生したM4.6の地震による地震動観測記録の再現シミュレーションを

行った。図１に結果の一例を示す。なお対象地震は海域の地震なので震源深さの情報に幅があるため（気象庁29km，

F-net 20km），条件を変えて検討を行った。図は震源深さD=15[km]の結果である。これより，震源メカニズムの補正

を実施していないため方向による一致度の高低や多少の位相のずれはあるものの，概ね振幅を再現できている。 

３．地震動の予測 

今回の地盤モデルを用いて，東南海・南海地震の既往シナリオによる高知平野全域の地震動を予測した。 

(1) 震源断層モデル：想定東南海・南海地震の震源モデルの断層破壊シナリオは，「中央防災会議・東南海，南海地

震に関する専門調査会」（2005）の設定に準拠した。破壊開始点は，紀伊半島・潮岬沖に設定されている。 

(2) 予測方法：ハイブリッド法により工学的基盤の地震動を生成し，工学的基盤以浅の浅部地盤の地震応答解析は

プログラムDYNEQ [吉田ほか(1996)] 3) を用いた。その手順は，以下のとおりである。 

①地震基盤における短周期地震動を統計的グリーン関数法で求める。 ②得られた波形を入力とした１次元地震応

答解析(線形)を行い工学的基盤の短周期地震動を求める〔深部地盤モデル1) を適用〕。 ③工学的基盤の長周期地震

動を３次元有限差分法4) により求める〔深部地盤モデル1) 2) 〕。 ④②と③の短周期地震動と長周期地震動をハイブ

リッド合成する〔マッチング周期：1.67～2.5秒（0.4

～0.6Hz）とした〕。 ⑤得られた工学的基盤におけ

る地震動を入力とした１次元地震応答解析(等価線

形)を行い，地表面の地震動を得る〔表層地盤モデ

ル1)〕。なお，工学的基盤は500m，地表面は250mの

各メッシュサイズで計算した。 
 

 

図1 再現計算の例（赤:観測,黒:計算）（周期2秒以上） 
〔上段：室戸岬付近岩盤点，下段：高知平野堆積地盤〕 

(3) 予測結果：図2に３次元有限差分計算結果のス

ナップショット（東西成分）を示す。破壊開始の約

40～50秒後には室戸岬南東，約80～90秒後には高知

市南東沖の各アスペリティに断層の破壊フロント

が到達し，この領域から大きな振幅の地震波が励起

されていることがわかる。図3と図4に計測震度とSI
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値の分布を示す。最大加速度は山間部で400cm/s2未満，平野部が1000cm/s2程度で，

震度5強～6強が予測された。最大速度は対象エリア南西部で顕著に大きく

100cm/s程度となった（高知県沖アスペリティの破壊に伴う大振幅の指向性のパ

ルスの影響）。また，SI値等の分布は，昭和南海地震における建物倒壊の分布5)（図

5）とも比較的対応が良い。再現計算ではないが地盤条件の影響の大きさが推察

される。なお，昭和南海地震において建物倒壊率が高かった場所の中には，旧沼

地の軟弱地盤での地盤変状や砂州地盤での液状化現象などの地震動以外の要因

もあったことが報告されている5)。したがって，現在の都市環境とも照らし，地

震動に加えて総合的に地震ハザードを検討する必要がある。 

４．液状化の予測  

四国地盤情報データベースのボーリングデータを主体に用いて，FL法6)により

高知平野内の液状化発生の可能性を予測した。検討では，高知平野の砂質土の液

状化強度特性を確認し，土質定数（細粒分含有率，平均粒径）や地下水等の条件

設定のための検討も加えた。図6にPL値の分布を示す。予測地震動が全域に大き

いので，緩い砂層の堆積が厚い場所に液状化発生の可能性（激しさ）が大きいこ

とが示された。つまり，仁淀川流域（特に河口部），鏡川三角州東域の砂州等で危険性が高く，物部川周辺の扇状地

地盤では人工地等の局所的に脆弱な場所を除いてほとんど発生しないと評価される。 

図2 ３次元有限差分計算のスナ

ップショット（東西成分）

５．まとめ 

高知平野における東南海・南海地震の地震動と液状化の予測・評価に取り組んだ。地震動評価では，種々の地盤

情報を集積・活用して表層と深層の地盤モデルを詳細に構築し，さらに構造モデルの妥当性を既往中小地震の再現

計算により検証した上で，高度な予測手法（３次元有限差分法やハイブリッド法）を適用した。地震動予測は断層

破壊シナリオ等の諸条件

が不確定なので，今回の

検討と既往の予測結果の

妥当性を比較・議論する

ことは適当でないが，地

盤モデルを綿密に検討し

高度な手法に適用したこ

とにより，高知平野にお

ける東南海・南海地震の

地震ハザードの信頼性が

高まったと評価される。 
 

 図3 地震動の予測結果〔計測震度〕 図4 地震動の予測結果〔SI値〕 
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図5 昭和南海地震における市町村の建物倒壊指数 図6 液状化の予測結果〔PL値〕 
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